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【投資者に対する注意事項】 
１ TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リス
クを含んでいる場合があります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適用される上場適格
性要件及び適時開示基準並びに市場価格の変動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う
必要があります。また、投資者は、発行者情報により公表された情報を慎重に検討した上で投資判
断を行う必要があります。特に、第一部 第３ ４【事業等のリスク】において公表された情報を
慎重に検討する必要があります。 

２ 発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員（金融商品取引法（以下「法」という。）
第21条第１項第１号に規定する役員（取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれらに準ず
る者）をいう。）は、発行者情報のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべき
重要な事項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けていたとき
は、法第27条の34において準用する法第22条の規定に基づき、当該有価証券を取得した者に対し、
情報が虚偽であり又は欠けていることにより生じた損害を賠償する責任を負います。ただし、当該
有価証券を取得した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又は欠けていることを知っ
ていたときは、この限りではありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠けているこ
とを知らず、かつ、相当な注意を用いたにもかかわらず知ることができなかったことを証明したと
きは、上記賠償責任を負いません。 

３ TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取
引所金融商品市場に適用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO 
Marketにおいては、J-Adviserが重要な役割を担います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定上
場有価証券に関する有価証券上場規程の特例（以下「特例」という。）に従って、各上場会社のため
に行動するJ-Adviserを選任する必要があります。J-Adviserの役割には、上場適格性要件に関する助
言及び指導、並びに上場申請手続のマネジメントが含まれます。これらの点について、投資者は、
東京証券取引所のホームページ等に掲げられるTOKYO PRO Marketに係る諸規則に留意する必要が
あります。 

４ 東京証券取引所は、発行者情報の内容（発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき
事項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという
点を含みますが、これらに限られません。）について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記
賠償責任その他の一切の責任を負いません。 
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第一部【企業情報】 
 
第１【本国における法制等の概要】 
該当事項はありません。 

 
第２【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 
回次 第37期 第38期 第39期 

決算年月 2023年2月 2024年2月 2025年2月 

売上高 （千円） 2,344,507 1,860,321 2,992,289 

経常利益 （千円） 85,083 31,326       293,143  

当期純利益 （千円） 57,454 27,617        92,610  

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 33,000 33,000        33,000  

純資産額 （千円） 1,024,026 1,052,145      1,145,247  

総資産額 （千円） 1,812,350 1,418,861      1,934,898  

１株当たり純資産額 （円） 21,649.61 22,244.08      24,212.42  

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間配当額） （円） 

－  
(－) 

－  
(－) 

－  
(－) 

１株当たり当期純利益金額 （円） 1,214.68 583.88       1,957.95  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 （円） － －            － 

自己資本比率 （％） 56.5 74.2 59.2 

自己資本利益率 （％） 5.8 2.7           8.4  

株価収益率 （倍） 15.3 31.7           9.5  

配当性向 （％） － － － 

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 8,600 273,087 456,064 

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △148,627 △139,329 △144,689 

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △73,313 △246,622 △15,708 

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 336,197 223,334 519,001 

従業員数 （外、平均臨時雇用者数） （人） 50 53 54 
（注）１．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

２．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を行っていないため記載しておりません。 
３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
４．従業員数は就業人員数であります。 
５．当社には子会社がないため、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指

標等の推移については記載しておりません。 
６．特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第128条第3項の規定に基づき、第37期から第39期まで

の財務諸表について監査法人東海会計社の監査を、それぞれ受けております。 
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２【沿革】 
当社は、1986 年に杭打ちと山留の工事会社として、現在の代表取締役社長浜口伸一の実父である 

浜口芳一とその兄弟４人で、神奈川県横浜市戸塚区に設立されました。 
杭打ち工事から杭抜き工事へと徐々に事業の軸足を移し、現在では、杭抜き工事関連事業の売上高が

全体の 98.4%を占めています。 
  当社に係る経緯は以下のとおりであります。 

年月 概   要 

1986年５月 横浜ライト工業株式会社を横浜市戸塚区に資本金1,000万円で設立 

1995年７月 一般建設業許可（神奈川県知事）を取得 

2000年２月 資本金2,000万円に増資 

2000年７月 特定建設業許可（神奈川県知事）を取得 

2002年４月 杭抜き工事を主事業とする 

2004年２月 資本金3,300万円に増資 

2004年６月 神奈川県横浜市保土ケ谷区に保土ケ谷事業所を設立 

2011年12月 『埋設杭の引抜き方法、及び発泡水生成装置』が日本国特許（第4886894号）を取得 

2013年７月 鹿児島県霧島市にソーラーパネル(860kw)を設置し売電事業開始 

2014年10月 『地中に埋設された埋設杭の引抜き方法、及びこれに用いる削孔ケーシング構造』が
日本国特許（第5632981号）を取得 

2015年10月 本社を神奈川県横浜市戸塚区川上町から神奈川県横浜市保土ケ谷区今井町に移転登記 

2017年７月 『杭底堆積土掘削及び孔内攪拌方法及びこれに用いるロータリーテーブル装置』が日
本国特許（第6162356号）を取得 

2018年７月 特定建設業許可において解体工事業を取得 

2020年２月 株式会社東京証券取引所 TOKYO PRO Marketに上場 

2022年２月 『攪拌システム及び攪拌方法』が日本国特許（第7019229号）を取得 

2022年11月 『位置計測方法、杭引き抜き方法、計測システム及びプログラム』が日本国特許 
（第7184372号）を取得 

2023年８月 『ケーシング及びケーシングヘッド』が日本国特許（第7335665号）を取得 
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３【事業の内容】 
 当社は、「私たちは安全第一に努め常に技術・業績の向上を目指し、社員の幸せと社会貢献に邁進
する。」を企業理念として掲げ、既存建物の地下構造物である杭の引抜き事業を展開しており、杭抜
き工事に特化した施工業者として蓄積されたノウハウやアイデアをもとに工事を提供しています。 
 なお、当社の事業セグメントは杭抜き事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省
略しております。 
 
＜杭抜き事業＞ 
 建築物や社会基盤構造物（以下「建築・構造物等」といいます。）を建てる際には、建物が沈んだ
り傾いたりしないようにするため、地中に杭を打ち込んで支えます。打ち込まれる杭の種類、太さ・
長さ・本数は、建築・構造物等の規模、地盤の状況や時代の変化に伴い多岐にわたります。 
高度経済成長期に建設された大量の建築・構造物等の老朽化が進み、耐震基準の強化も併せて、建

替え需要がこの先低くなっていく傾向にはならないと予想されますが、既存の建築・構造物等を支え
ていた杭が地中に残ったままでは、新しい建築・構造物等を支える杭を打ち込む際に邪魔になってし
まうため、旧い杭を引き抜くことが必要となります。 
既存の建築・構造物等を支えている杭は、すべてが健全な形で残っているというわけではなく、途

中で折れているものや、斜めに入っているもの等も多数あります。こうした杭は、地中奥に埋まって
いる先端まで引き抜くことが難しくなることから、地中障害撤去というさまざまな工法を用いるこ
とで、確実に地中の杭を撤去することとなります。 
 また、杭を引き抜いた箇所の地盤は軟弱になっているため、そのまま近傍に新設の杭を打ち込むと、
地盤が軟弱な方に傾斜したり位置ずれを起こしたりすることが多く、計画位置に鉛直に杭を打ち込
むことが難しくなることから、杭を引き抜いた箇所の地盤を、その周辺の杭がなかった場所の地盤と
同程度の硬さに戻すことが要求されます。この課題に対処するため、埋め戻し材の最適化や埋め戻し
材を均一に攪拌させるための技術も重要となってきております。 
 以上のように杭抜きは、杭自体を確実に抜くことにとどまらず、抜いた後の地盤を最適の状態に埋
め戻すこと等々、複数の工程と複雑で高度な技術を要する施工といえます。当社では、これまでに直
径3.0メートルの杭、全長70メートルの杭を抜いた実績を有しております。 
当社は、杭抜き工事に特化し、これまでの施工実績から得られた経験・データをもとに、技術力の

向上や技術開発を進め、特許も数点取得しつつ、顧客の要望に適確・柔軟に対応できるよう事業を展
開しております。 
なお、その他に、鹿児島県霧島市に所有していた土地の有効活用を図るため、メガソーラービジネ

スを手掛けており、2013年7月に3,584枚のパネルを設置、2020年6月には588枚増設し、現在合計4,172
枚のパネルが稼働しております。これは森林面積換算では東京ドーム約70個分にあたります。太陽電
池容量1,021.86kwで約300世帯分の電力を供給しており、年間約300トンのCO2削減につなげていま
す。売上規模は小さく、当事業年度の売上高全体の1.6％となっております。 
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【 杭引抜施工写真 】 
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【 事業系統図 】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４【関係会社の状況】 
 該当事項はありません。 
 
 
５【従業員の状況】 
 (1）発行者の状況 2025年2月28日現在  

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

 54 49.3 11.6 6,441 

（注）１．平均年間給与は、給与総額（通勤手当、基準外賃金）及び賞与を含んでおります。 
   ２．当社は、単一セグメントのため、セグメント別の記載を省略しております。 
 

(2）労働組合の状況 
   労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第３【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(１）業績 
当事業年度（自 2024 年３月１日 至 2025 年２月 28 日）の日本経済は、想像を超えた物価高騰、

人材不足が加速した年度であり、今後も依然として先行き不透明な経済状況が続くものと想定してお
ります。 
建設業界では、2024 年 4 月からの働き方改革で人材不足が他業種より極めて深刻な状況となり、

従業員確保のための人件費の負担も大きくなりました。資材については価格高騰だけで無く、調達の
遅延が目立つ一年となりました。 
こうした経営環境の中、当社におきましては、年間を通して工場、物流倉庫、再開発等の大型案件

で自社重機の稼働率を上げられた事、また、特許を取得した新工法でも案件が多く、材料・運搬の低
減化で利益を堅調に獲得することができました。 
また、これにより、賞与を増額支給することができ、従業員の人員数の確保も出来ています。 
このような環境の中、当社の当事業年度における経営成績は、売上高は 2,992,289 千円（前年同期

比 60.8%増）、営業利益は 285,213 千円（前年同期は 22,123 千円）、経常利益は 293,143 千円（前年
同期比 835.8％増）、当期純利益は 92,610 千円（前年同期比 235.3％増）となりました。 

   なお、当社の事業セグメントは杭抜き事業の単一セグメントのため、セグメント別の業績は記載し
ておりません。 

 
(２）キャッシュ・フローの状況 

   当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、前事業年度末と比較
して 295,667 千円増加し、519,001 千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とこの主な要因
は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動により獲得した資金は、456,064 千円（前年同期は 273,087 千円の獲得）となりまし

た。この主な要因は、税引前当期純利益 152,155 千円、減価償却費 151,880 千円、売上債権の増
加額 73,651 千円、法人税等の支払額 16,341 千円、工事未払金の増加額 62,775 千円、退職給付
引当金の増加額 127,554 千円等が生じたこと等によります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動により使用した資金は、144,689 千円（前年同期は 139,329 千円の使用）となりまし

た。この主な要因は、有形固定資産の取得による支出 136,500 千円等が生じたこと等によりま
す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動により使用した資金は、15,708千円（前年同期は246,622千円の使用）となりまし

た。この要因は、長期借入金の返済による支出15,708千円が生じたことによります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 
(１）生産実績 
当社は生産の形態をとらないため、該当事項はありません。 

(２）受注状況 
当事業年度における受注実績を示すと、次のとおりであります。 

事業の名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

杭抜き事業 2,886,573  ＋ 31.1 446,380 △22.7 

（注）当社は、単一セグメントのため、セグメント別の記載を省略しております。  

(３）売上実績 
当事業年度における売上実績を示すと、次のとおりであります。 

事業の名称 売上高（千円） 前年同期比（％） 

杭抜き事業 2,992,289 ＋ 60.8 

（注）１．当社は、単一セグメントのため、セグメント別の記載を省略しております。 
  ２．主な相手先別の売上実績及び当該売上実績の総売上実績に対する割合は次のとおりであります。 

相手先 
前事業年度 当事業年度 

売上高（千円） 割合（％） 売上高（千円） 割合（％） 

株式会社クワバラ・パンぷキン 212,200 11.4 2,500 0.1 

株式会社児島工務店 － － 305,000 10.2 
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３【対処すべき課題】 
当社は、中期的な成長と事業のリスク分散の観点から、下記の課題について取り組む必要があると考え

ております。 
（１） 安全性の強化 

    建設業界では労働災害による死亡者数が、2024 年は１月から 12 月の年間で 226 人、全産業におけ
る建設業界の構成割合は 31.2％となっております（厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課発表「令
和６年における労働災害発生状況（速報）2025 年３月」発表）。前年 2023 年の確定値（「同 2024 年 5
月」発表）が 223 人・29.5％でしたので人数、構成割合ともに微増し、全産業中どちらも相変わらずワ
ーストワンの座が続いております。 
当社におきましても、初歩的なミス、手順間違いやコミュニケーション不足等によって人身事故に

繋がる可能性があります。人身事故に限らず重大な労働災害の発生は、当社の労働安全衛生管理体制
に対しての信用が損なわれ、業績にも多大な影響が出てくることになりかねません。 
当社は、新型コロナウイルスの感染拡大で一時中断しておりました協力会社を招いての安全推進大

会を今後も継続的に実施し、かつ、社内での定期的な安全集会の開催や安全教育の充実、外部講習へ
の参加、現場パトロール等々により、ＫＹ活動（業界での慣用語で「危険予知活動」のこと。）・予防活
動・改善活動等にさらに取り組んでまいります。 
施工現場での安全性確保・向上は、当社において最も基本で、かつ、最大の経営課題と認識してお

り、当社の「経営理念」にもその趣旨である文言が冒頭に組み込まれております。 

※ 当社の「経営理念」 
＝私たちは 安全第一に努め常に技術・業績の向上を目指し 社員の幸せと社会貢献に邁進する＝ 

（２）内部管理体制の強化 
当社は、小規模な組織であるため、持続的な成長を実現できる企業体質を確立する必要があります。

そのために、コーポレート・ガバナンスを非常に重要な経営課題として捉え真摯に取り組むことをは
じめ、リスク管理や業務運営管理等の内部管理体制の整備と適切な運用を推進し、経営の公正性及び
透明性を向上させるべく、体制強化に取り組んでまいります。 

（３）人材の確保と育成 
建設業界におきましては、きつい、危険、汚いの３Ｋイメージがつきまとい、人材の確保という面

では非常に厳しい環境となっており、技術労働者の慢性的な不足が懸念されております。 
当社は、人材が重要な経営資源であると考えており、事業の持続的な成長のための優秀な人材の確

保・育成を重要な経営課題と捉えております。 
今後も採用応募者の増加に努め、その中から優秀な人材を獲得し、OJT 等でのノウハウの共有化や

外部講習を活用し積極的に育成面で力を入れることにより、当社の企業理念を理解しチャレンジし続
ける人材の確保に取り組んでまいります。 
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４【事業等のリスク】 
 以下において、当社の事業展開その他に関してリスク要因と考えられる主な事項を記載しております。
当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針
でありますが、当社株式に関する投資判断は、以下の事項及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で
行われる必要があると考えております。 
なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

（1） 重大な人身事故等の発生について 
当社は、建設工事現場における人身事故を未然に防ぐため、ＫＹ活動（危険予知活動）・予防活動・改

善活動等を通じて、社内外教育、安全集会、現場パトロール等々を実施し、事故発生の未然防止に努め
ております。しかしながら、不測の事態により重大な人身事故を発生させた場合、顧客からの信頼の低
下、それによる受注機会の損失のほか、損害賠償義務の発生等により、当社の財政状態及び経営成績に
影響を及ぼす可能性があります。 

（2） 知的財産権について 
当社は、業務遂行にあたり第三者の知的財産権の侵害は行わないように留意しておりますが、それら

を侵害する可能性は皆無ではありません。当社が意図しないところで他社から当社に対して知的財産権
侵害の訴えが提起され、その主張が認められてしまう可能性も否定できません。 
また反対に、他社において当社の知的財産権に抵触するものがあったとしても当社の知的財産権侵害

の主張が必ずしも認められない可能性があります。このようなことが起きた場合、当社の業務に影響を
及ぼす可能性があります。 
なお当社は、当事業年度末現在、以下の日本国特許権６件を保有しております。 

出願番号/特許番号 発明名称 

特許第4886894号 埋設杭の引抜き方法、及び発泡水生成装置 

特許第5632981号 地中に埋設された埋設杭の引抜き方法、及びこれに用いる削孔ケーシング構造 

特許第6162356号 杭底堆積土掘削及び孔内攪拌方法及びこれに用いるロータリーテーブル装置 

特許第7019229号 攪拌システム及び攪拌方法 

特許第7184372号 位置計測方法、杭引き抜き方法、計測システム及びプログラム 

特許第7335665号 ケーシング及びケーシングヘッド 

  また特許権以外の知的財産権として商標権を２件保有しております。 

（3） 訴訟等について 
 当社は、これまでに訴訟を提起されている事実はありません。しかしながら、当社の施工に関して、
瑕疵等の発生、第三者からのクレーム等が発生した場合、これらに起因する訴訟やその他の請求が発生
する可能性があります。これらの訴訟等の内容によっては、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼ
す可能性があります。 

（4） 競合他社による影響について 
 当社は、主に削孔ケーシングによる杭引抜きを提供しており、新技術・新工法の導入や杭を抜き終わ
った後の杭穴への埋め戻しなどに対して、競争力を高めるべく様々な施策を講じております。しかしな
がら、当社と同様に杭の引抜きを提供している企業や新規参入企業との競争激化により、当社の技術・
工法を超える新技術の開発又は施工価格の下落が生じた場合などには、当社の財政状態及び経営成績に
影響を及ぼす可能性があります。 

（5） 組織体制について 
① 特定人物の依存について 

  当社の代表取締役社長であり、かつ大株主である浜口伸一氏は、当社の経営方針や経営戦略の立案及
び決定を始め、営業戦略や業務遂行等の経営全般において重要な役割を果たしております。当社は、株
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式上場を契機として、ノウハウの共有、人材の獲得及び育成等により組織体制の強化を図り、同氏に過
度に依存しない経営体制の構築を進めることとしております。しかしながら、不測の事態により同氏の
当社における職務執行が困難となった場合は、当社の今後の事業展開、財政状態及び経営成績に影響を
及ぼす可能性があります。 

② 人材確保、育成について 
当社が今後さらなる事業拡大を図るためには、優秀な人材の確保及び社内人材の育成が重要な課題で

あり、採用による人材の獲得を積極的に行っております。しかしながら、当社が必要な人材を十分に確
保できなかった場合には、事業規模に応じた適正な人材配置が困難になることから、事業拡大の制約要
因となり、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 小規模組織について 
当社は、小規模な組織となっており、内部管理体制もそれに応じたものとなっております。当社は、

今後の事業規模の拡大に応じて人員を増強し、内部管理体制の一層の充実を図っていく方針であります
が、人員等の増強が予定どおり進まなかった場合や既存の人員が社外に流出した場合には、規模に応じ
た充分な内部管理体制が構築できない可能性があり、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能
性があります。 

（6） 特定地域に対する依存等について 
当社は、主として東京、神奈川での事業展開を行っておりますが、大規模な地震や風水害等の自然災

害が発生し、本社社屋及び重機材の損壊などによる営業や施工の一時停止や、道路網の寸断、交通制御
装置の破損等により事業の運営が困難になった場合、あるいは同地域に特定した経済的ダメージが発生
し経済環境が悪化した場合には、修繕の必要や、多額の費用が発生する可能性があり、当社の財政状態
及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

（7） 有利子負債への依存について 
当社は、資金調達につき金融機関からの借入等に依存しており、2025年２月期における有利子負債は

自己資本の7.4%となっております。昨今の金利の上昇傾向に鑑み、今後、金利がさらに上昇し資金調達
コストが増大した場合には利益を圧迫し、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま
す。 

（8） システム障害について 
当社では、顧客情報、施工情報、見積や請求、その他経理・財務業務等多くをコンピュータシステム

で管理・運営しております。2021年2月にクラウドサーバーを導入し、随時バックアップによりデータ
保護をしておりますが、当該システムの障害、大規模広域災害、もしくはコンピュータウィルスによる
影響等により、システム及びデータベース使用が中断もしくは使用不能となった場合は、当社の財政状
態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

（9） 情報管理について 
当社は、事業を展開する上で、顧客企業における業務上に必要となる各種情報を取り扱っております。

これらの情報管理については、規程の整備及び社員等への周知徹底に努めてまいります。しかしながら、
不測の事態によって情報が漏洩した場合には、当社の社会的信用が低下し、またその対応のため費用が
発生し、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

（10） 協力業者について 
当社は、事業を展開する上で当社の許容できる以上の受注が得られた場合には、協力業者に業務を委

託し施工を行っています。また、燃料や各種資材・部材関係も協力業者から調達を行っています。従い
まして、協力業者の確保や育成及び業者との協力体制の構築が事業展開の重要な要素となっております。
今後、協力業者の確保や育成及び協力体制が計画どおりに進まない場合は、当社の財政状態及び経営成
績に影響を及ぼす可能性があります。 

（11） 法的規制について 
  当社が行っております杭抜き事業を行うにあたり、各種法令による規制を受けております。当社では、
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「建設業法」における特定建設業の許可を受けております。 
 現在のところ許可要件の欠格事由（※）はありませんが、将来何らかの理由により、当該許認可が取
り消され、又は、更新が認められない場合、もしくは、これらの法律等の改廃又は新たな法的規制が今
後制定された場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  また、当社の事業活動において違反行為が生じた場合には、営業の停止又は許可の取消しという行政
処分が下される恐れがあり、万一、当該基準に抵触するようなことがあれば、事業活動に重大な影響を
及ぼす可能性があります。 

  なお、当事業年度末現在における当社の許認可は、以下のとおりです。 
許可名 許可を受けた建設業 許可番号 有効期限 

特定建設業 
とび、土工、土木、解体、舗装、鋼建造物、
水道施設、しゅんせつ、石、塗装工事業 

神奈川県 知事許可 
(特-2)  第46540号 

自 2020年７月17日 
至 2025年７月16日 

 （※）欠格事由：建設業法第８条（同法第17条（準用規定））に該当する事項 

（12） 感染症の拡大について 
新型コロナウイルス感染の拡大・長期化に伴い、生活様式、働き方、観光等に大きな影響が出ており

ました。昨今コロナウイルス感染が沈静化傾向になってきたとはいえ、いつ再燃するか、また変異株に
よる感染拡大、さらにはコロナウイルスとは全く異なる新たな感染症という問題も予断を許しません。 
これら感染症の拡大が引き起こすと想定される社会様式・構造の大きなトレンドの変化は、中長期的

には当社への受注案件が減り当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

（13） 上場廃止について 
TOKYO PRO Marketにおいては、当社が上場適格性を維持しているかどうかの確認を担当J-Adviser 

がJ-Adviser 業務として実施します。その上で、担当J-Adviser は、当社が上場適格性を喪失したと判断
した場合には、担当J-Adviser 契約に基づき、契約解除がなされることになります。担当J-Adviser から
の契約解除の通知を受けた場合において当社は、一定期間内に別のJ-Adviser との間でJ-Adviser 契約を
締結できなかった場合には、当社は上場廃止となります。 
このほか、株主総会の特別決議を経て、当社が東証へ「上場廃止申請書」を提出した場合にも上場廃

止となります。 

（14） 担当Ｊ-Adviserとの契約の解除に関する事項について 
当社は、株式会社東京証券取引所が運営を行っております証券市場TOKYO PRO Marketに上場して

おります。当該市場は、特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第102条の定めにより、
TOKYO PRO Market上場企業は、東京証券取引所より認定を受けたいずれかの担当J-Adviserと、株式
上場の適格性審査及び株式上場後の上場適格性を維持するための指導、助言、審査等の各種業務を委託
する契約(以下、「J-Adviser契約」とします。)を締結する義務があります。本発行者情報公表日時点にお
いて、当社がJ-Adviser契約を締結しているのは宝印刷株式会社（以下、「同社」とします。）であり、同
社とのJ-Adviser契約において当社は、下記の義務の履行が求められております。下記の義務の履行を怠
り、又はJ-Adviser契約に違反した場合、相手方は、相当の期間(特段の事情のない限り１か月)を定めて
その義務の履行又は違反の是正を書面で催告し、その催告期間内にその義務の履行又は違反の是正がな
されなかったときは、J-Adviser契約を解除することができる旨の定めがあります。 
また、上記にかかわらず、当社及び同社は、両当事者による書面による合意又は相手方に対する1か

月前以上の書面による通知を行うことにより、いつでもJ-Adviser契約を解約することができる旨の定め
があります。当社が同社より上記の解除にかかる催告期間中において、下記の義務の履行又は違反の是
正が果たせない場合、又は同社に代わる担当J-Adviserを確保できない場合は、当社普通株式のTOKYO 
PRO Market上場廃止につながる可能性があります。 
当社と同社との契約解除に関する条項及び契約解除に係る事前催告に関する事項の詳細は以下のと

おりであります。 

＜J-Adviser契約上の義務＞ 
・特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第113条に定める上場適格性要件を継続的に満た
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すこと 
・特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例及び特定上場有価証券に関する有価証券上場規
程の特例の施行規則に従い、投資者への適時適切な会社情報の開示に努めること 

・上場規程特例に定める上場会社及び新規上場申請者の義務を履行すること 

＜J-Adviser契約解除に関する条項＞ 
当社（以下、「甲」とします。）において下記の事象が発生した場合には、宝印刷株式会社（以下、「乙」

とします。）からの催告無しでJ-Adviser契約を解除することができるものと定められております。 
① 債務超過 
甲がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合において、１年以内（審査対象事業年度の末日

の翌日から起算して１年を経過する日（当該１年を経過する日が甲の事業年度の末日に当たらないとき
は、当該１年を経過する日の後最初に到来する事業年度の末日）までの期間をいう。以下、本号におい
て同じ。また「２年以内」も同様。）に債務超過の状態でなくならなかったとき。ただし、甲が法律の規
定に基づく再生手続若しくは更生手続、産業競争力強化法（以下「産競法」という。）第２条第21項に
規定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施された場合における産競法第48条に
規定する特例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。）又は私的整理に関するガイドライン研
究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行うことにより、当該１年を経過した日
から起算して１年以内に債務超過の状態でなくなることを計画している場合（乙が適当と認める場合に
限る。）には、２年以内に債務超過の状態でなくならなかったとき。 
なお、乙が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、甲が審査対象事業年度に係る決算（上場

会社が連結財務諸表を作成すべき会社である場合には連結会計年度、連結財務諸表を作成すべき会社で
ない場合には事業年度に係る決算とする。）の内容を開示するまでの間において、再建計画（本号ただ
し書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための経営計画を含む。）を公表している場合を対
象とし、甲が提出する当該再建計画並びに次のａ及びｂに定める書面に基づき行うものとする。 
ａ 次の(ａ)から(ｃ)までに掲げる場合の区分に従い、当該(ａ)から(ｃ)までに定める書面 

(ａ) 法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合 
当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得ているものであることを証する書面 
(ｂ) 産競法第２条第21項に規定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施され
た場合における産競法第48条に規定する特例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。）を行
う場合 
当該再建計画が、当該手続にしたがって成立したものであることを証する書面 
(ｃ) 私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理
を行う場合 
当該再建計画が、当該ガイドラインにしたがって成立したものであることについて債権者が記載した
書面 

ｂ 本号ただし書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための経営計画の前提となった重要
な事項等が、公認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会計士等が記載した書
面 

② 銀行取引の停止 
甲が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停止された場合又は停止されることが確実となった
場合。 

③ 破産手続、再生手続又は更生手続 
甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至った場合（甲

が、法律に規定する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることにより、破産手続、再生手続又
は更生手続を必要と判断した場合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態にな
った場合とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手
続又は更生手続を必要とするに至った場合に準ずる状態になったと乙が認めた場合をいうものとし、当
該ａからｃまでに掲げる場合には当該ａからｃまでに定める日に本号前段に該当するものとして取り
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扱う。 
ａ 甲が債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあるときなどで再建を目的としない法律に基
づかない整理を行う場合 
甲から当該整理を行うことについての書面による報告を受けた日 

ｂ 甲が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあることなどにより事業活動の継続について
困難である旨又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であって、事業の全部若し
くは大部分の譲渡又は解散について株主総会又は普通出資者総会に付議することの取締役会の決議
を行った場合 
甲から当該事業の譲渡又は解散に関する取締役会の決議についての書面による報告を受けた日（事業
の大部分の譲渡の場合には、当該事業の譲渡が事業の大部分の譲渡であると乙が認めた日） 

ｃ 甲が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受若しくは弁
済に関する合意を当該債権者又は第三者と行った場合（当該債務の免除の額又は債務の引受若しくは
弁済の額が直前事業年度の末日における債務の総額の100分の10に相当する額以上である場合に限
る。） 
甲から当該合意を行ったことについての書面による報告を受けた日 

④ 前号に該当することとなった場合においても、甲が次のａからｃまでに該当する再建計画の開示を
行った場合には、原則として本契約の解除は行わないものとする。 

ａ 次の(ａ)又は(ｂ)に定める場合に従い、当該(ａ)又は(ｂ)に定める事項に該当すること。 
(ａ) 甲が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合 
当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあるものであること。 
(ｂ) 甲が前号ｃに規定する合意を行った場合 
当該再建計画が、前号ｃに規定する債権者又は第三者の合意を得ているものであること。 

ｂ 当該再建計画に次の(ａ)及び(ｂ)に掲げる事項が記載されていること。 
(ａ) TOKYO PRO Marketに上場する有価証券の全部を消却するものでないこと。 
(ｂ) 前ａの(ａ)に規定する見込みがある旨及びその理由又は同(ｂ)に規定する合意がなされている
こと及びそれを証する内容 

ｃ 当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の観点から
適当でないと認められるものでないこと。 

⑤ 事業活動の停止 
甲が事業活動を停止した場合（甲及びその連結子会社の事業活動が停止されたと乙が認めた場合）又

はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲
げる場合その他甲が事業活動を停止した場合に準ずる状態になった場合と乙が認めた場合をいうもの
とし、当該ａからｃまでに掲げる場合には当該ａからｃまでに掲げる日に同号に該当するものとして取
り扱う。 
ａ 甲が、合併により解散する場合のうち、合併に際して甲の株主に対してその株券等に代わる財産の
全部又は一部として次の(ａ)又は(ｂ)に該当する株券等を交付する場合は、原則として、合併がその
効力を生ずる日の３日前（休業日を除外する。）の日 
(ａ) TOKYO PRO Marketの上場株券等 
(ｂ) 特例第132条の規定の適用を受け、速やかにTOKYO PRO Marketに上場される見込みのある株
券等 

ｂ 甲が、前ａに規定する合併以外の合併により解散する場合は、甲から当該合併に関する株主総会（普
通出資者総会を含む。）の決議についての書面による報告を受けた日（当該合併について株主総会の
決議による承認を要しない場合には、取締役会の決議（委員会設置会社にあっては、執行役の決定を
含む。）についての書面による報告を受けた日） 

ｃ 甲が、ａ及び前ｂに規定する事由以外の事由により解散する場合（本条第３号ｂの規定の適用を受
ける場合を除く。）は、甲から当該解散の原因となる事由が発生した旨の書面による報告を受けた日 

⑥ 不適当な合併等 
甲が非上場会社の吸収合併又はこれに類するもの（ⅰ 非上場会社を完全子会社とする株式交換、ⅰ
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の２ 非上場会社を子会社とする株式交付、ⅱ 会社分割による非上場会社からの事業の承継、ⅲ 非
上場会社からの事業の譲受け、ⅳ 会社分割による他の者への事業の承継、ⅴ 他の者への事業の譲渡、
ⅵ 非上場会社との業務上の提携、ⅶ 第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て、ⅷ その他
非上場会社の吸収合併又はⅰからⅶまでと同等の効果をもたらすと認められる行為）で定める行為（以
下本号において「吸収合併等」という。）を行った場合に、甲が実質的な存続会社でないと乙が認めた
場合 
⑦ 支配株主との取引の健全性の毀損 
第三者割当により甲の支配株主（甲の親会社又は甲の議決権の過半数を直接若しくは間接に保有する

者）が異動した場合（当該割当により交付された募集株式等の転換又は行使により支配株主が異動する
見込みがある場合を含む）において、支配株主との取引に関する健全性が著しく毀損されていると乙が
認めるとき 
⑧ 発行者情報等の提出遅延 
甲が提出の義務を有する特定証券情報、発行者情報又は有価証券報告書等につき、特例及び法令に定

める期間内に提出しなかった場合で、乙がその遅延理由が適切でないと判断した場合 
⑨ 虚偽記載又は不適正意見等 
次のａ又はｂに該当する場合 

ａ 甲が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合 
ｂ 甲の財務諸表等に添付される監査報告書等において、公認会計士等によって、監査報告書について
は「不適正意見」又は「意見の表明をしない」旨（天災地変等、上場会社の責めに帰すべからざる事
由によるものである場合を除く。）が記載され、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合 

⑩ 法令違反及び上場契約違反等 
甲が重大な法令違反又は特例に関する重大な違反を行った場合。 

⑪ 株式事務代行機関への委託 
甲が株式事務を特例で定める株式事務代行機関に委託しないこととなった場合又は委託しないこと

となることが確実となった場合 
⑫ 株式の譲渡制限 
甲がTOKYO PRO Marketに上場する株式の譲渡につき制限を行うこととした場合。 

⑬ 完全子会社化 
甲が株式交換または株式移転により他の会社の完全子会社となる場合。 

⑭ 指定振替機関における取扱い 
甲が発行する株券が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなった場合 

⑮ 株主の権利の不当な制限 
甲が次のａからｇまでのいずれかに掲げる行為を行っている場合において、株主の権利内容及びその

行使が不当に制限されていると乙が認めた場合その他株主の権利内容及びその行使が不当に制限され
ていると乙が認めた場合をいう。 
ａ 買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等の形で発
行する買収への対抗措置（以下「ライツプラン」という。）のうち、行使価額が株式の時価より著しく
低い新株予約権を導入時点の株主等に対し割り当てておくものの導入（実質的に買収への対抗措置の
発動の時点の株主に割り当てるために、導入時点において暫定的に特定の者に割り当てておく場合を
除く。） 

ｂ ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、なお廃止又
は不発動とすることができないものの導入 

ｃ 拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株主総会の決
議を要する旨の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定（持株会社である甲の主要な事業を行
っている子会社が拒否権付種類株式又は取締役選任権付種類株式を甲以外の者を割当先として発行
する場合において、当該種類株式の発行が甲に対する買収の実現を困難にする方策であると乙が認め
るときは、甲が重要な事項について種類株主総会の決議を要する旨の定めがなされた拒否権付種類株
式を発行するものとして取り扱う。）。 
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ｄ TOKYO PRO Marketに上場している株券について、株主総会において議決権を行使することがで
きる事項のうち取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について制限のある種類の株式への変
更に係る決議又は決定。 

ｅ TOKYO PRO Marketに上場している株券より議決権の多い株式（取締役の選解任その他の重要な
事項について株主総会において一個の議決権を行使することができる数の株式に係る剰余金の配当
請求権その他の経済的利益を受ける権利の価額等がTOKYO PRO Marketに上場している株券より低
い株式をいう。）の発行に係る決議又は決定。 

ｆ 議決権の比率が300％を超える第三者割当に係る決議又は決定。 
ｇ 株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をもたらす行
為に係る決議又は決定。 

⑯ 全部取得 
甲がTOKYO PRO Marketに上場している株券に係る株式の全部を取得する場合。 

⑰ 株式等売渡請求による取得 
 特別支配株主が甲の当該銘柄に係る株式の全部を取得する場合。 
⑱ 株式併合 
甲が特定の者以外の株主の所有するすべての株式を１株に満たない端数となる割合で株式併合を行

う場合。 
⑲ 反社会的勢力の関与 
甲が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態がTOKYO PRO 

Marketの市場に対する株主及び投資者の信頼を著しく毀損したと乙が認めるとき。 
⑳ その他 
前各号のほか、公益又は投資者保護のため、乙若しくは東証が上場廃止を適当と認めた場合。 

＜J-Adviser契約解除に係る事前催告に関する事項＞ 
① 甲又は乙が、本契約に基づく義務の履行を怠り、又は、その他本契約違反を犯した場合、その相手
方は、相当の期間（特段の事情のない限り１カ月とする。）を定めてその違反の是正又は義務の履行
を書面で催告し、その催告期間内にその違反の是正又は義務の履行がなされなかったときは本契約を
解除することができる。 

② 前項の定めに関わらず、甲及び乙は、合意により本契約期間中いつでも本契約を解除することがで
きる。また、甲又は乙から相手方に対し、１カ月前に書面で通知することにより本契約を解除するこ
とができる。 

③ 本契約を解除する場合、特段の事情のない限り、乙は予め本契約を解除する旨を東証に通知する。 
 
なお本発行者情報公表日現在において、担当J-Adviser 契約の解約につながる可能性のある要因は発生

しておりません。 
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５【経営上の重要な契約等】 
 該当事項はありません。 
 
 
６【研究開発活動】 
 当事業年度における研究開発活動は、2022年２月に日本国特許を取得した『攪拌システム及び攪
拌方法』（杭を引抜いた後の埋戻す段階において埋戻し材を均一に攪拌させる工法）の効率性をさら
に向上させるためのもので、当事業年度に研究開発費を484千円計上しております。 
  
７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

（１）重要な会計方針及び見積り 
当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この財務諸表の作成にあたって、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収
益・費用の報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積
りについて、過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積りによる不確
実性のため、これらの見積りと異なる場合があります。 

（２）財政状態の分析 
   当事業年度末の総資産は、1,934,898千円となり、前事業年度末と比較して516,036千円の増

加となりました。この主な要因は、以下のとおりであります。 
（流動資産） 

     当事業年度末における流動資産の残高は、前事業年度末比 381,145 千円増加して 1,152,121
千円となりました。この主な変動要因は、現金及び預金の増加 301,670 千円、完成工事未収
入金の増加 120,023千円、受取手形の減少 46,372千円等であります。 

   （固定資産） 
     当事業年度末における固定資産の残高は、前事業年度末比 134,891千円増加して 782,776 千

円となりました。この主な変動要因は、機械及び装置の増加 102,511千円、車両運搬具の増
加 20,290 千円等であります。 

   （流動負債） 
     当事業年度末における流動負債の残高は、前事業年度末比 353,832千円増加して 592,154 千

円となりました。この主な変動要因は、未払金の増加 185,293 千円、未払法人税等の増加
82,658千円、工事未払金の増加 62,775 千円等であります。 

   （固定負債） 
     当事業年度末における固定負債の残高は、前事業年度末比 69,101 千円増加して 197,496 千

円となりました。この主な変動要因は、退職給付引当金の増加 127,554 千円、繰延税金負債
の減少 39,202 千円、長期借入金の減少 19,250千円等であります。 

   （純資産） 
  当事業年度末における純資産の残高は、前事業年度末比93,102千円増加して1,145,247千円
となりました。この主な変動要因は、当期純利益92,610千円の計上による繰越利益剰余金の
増加等であります。 

  



 19 

（３）経営成績の分析 
経営成績の内容については、「第３ 【事業の状況】 １【業績等の概要】 （１）業績」に記載の

とおりであります。 
このような状況のもと、当社は品質改善による顧客満足度の向上、生産性向上及び新技術の導入に

よる収益力向上を図ってまいります。新たな設備の導入や工程の改善・管理の徹底及び安定した品質
を確保すべく徹底した品質管理を行い、顧客満足度を向上させます。また、設備稼働の検討や効率的
人員配置の検討により経費節減を推し進め、既存事業における収益体質の改善を図ってまいります。
加えて、他社が追随できない技術開発により価格競争を回避して収益力の向上を図ってまいります。 

（４）経営成績に重要な影響を与える要因について 
当社は、「第３【事業の状況】 ４【事業等のリスク】」に記載のとおり、市場環境の変化、業界特

有の法的規制、コンプライアンスと内部管理体制、大規模災害や感染症の拡大等、様々なリスク要因
が当社の経営成績に重要な影響を与える可能性があると認識しております。 
そのため、当社は、社内管理体制の確立、内部統制の強化、セキュリティ対策等により、経営成績

に重要な影響を与えるリスク要因を分散し、リスクの発生を抑え、適切に対応してまいる所存であり
ます。 

 （５）キャッシュ・フローの状況の分析 
キャッシュ・フローの状況につきましては、「第３【事業の状況】 １【業績等の概要】 （２）キャ

ッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。 
当社は、企業体質の強化を図りながら持続的な企業価値の向上を進めるにあたり、事業運営上必要

な資金を安定的に確保することを基本方針としております。 
当社の財源は、営業活動によるキャッシュ・フローで生み出した資金を源泉として、運転資金は自

己資金で賄い、設備投資資金は主に金融機関からの長期借入金で賄うことを基本としております。 
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第４【設備の状況】 
１【設備投資等の概要】 
  当事業年度における設備投資等の総額は279,251千円であり、主に機械及び装置の導入によるも
のであります。 
なお、当社の事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。 
また、当事業年度において重要な設備の除却、売却はありません。 

 
２【主要な設備の状況】 

当事業年度末における主要な設備の状況は次のとおりであります。 
2025年２月28日現在  

事業所名 
(所在地) 

設備の 
内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 

(人) 
建物 
及び 
構築物 

機械 
及び 
装置 

車輛 
運搬具 

 工具、 
器具 

及び備品 
土地 

(面積㎡) 合計 

本社 等 
（神奈川県横浜市 
 保土ケ谷区 他） 

全社設備 37,797 418,309 34,904 18,724 126,945 
(32,652.01) 

636,681 54 

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。 
   ２．当社は、杭抜き事業の単一事業であるため、セグメント別の記載は省略しております。 

 
３【設備の新設、除却等の計画】 
（１） 重要な設備の新設等 

会社名 事業所名 
(所在地) 設備の内容 

投資予定額 
資金調達
方法 着手年月 完了予定月 総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

発行者 
本社 

（神奈川県横浜市 
 保土ケ谷区） 

75ｔクロー
ラクレーン 

105,000 － 借入金 2024年12月 2025年５月 

（注）１．上記の金額に消費税等は含まれておりません。 
   ２．当社は、杭抜き事業の単一事業であるため、セグメント別の記載は省略しております。 

（２） 重要な設備の除却等 
   該当事項はありません。 
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第５【発行者の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

記名・無記名の別、
額面・無額面の別 
及び種類 

発行可能
株式総数 
（株） 

未発行 
株式数 
（株） 

事業年度末
現在発行数
（株） 

（2025年 
 2月28日） 

公表日 
現在発行数 
（株） 

（2025年 
 5月30日） 

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名 

内容 

普通株式 200,000 150,000 50,000 50,000 
東京証券取引所 
(TOKYO PRO 

Market) 

単元 
株式数 
100株 

計 200,000 150,000 50,000 50,000 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】 
   該当事項はありません。 

（３）【ＭＳＣＢ等の行使状況等】 
   該当事項はありません。 

（４）【ライツプランの内容】 
該当事項はありません。 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数

（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金 
増減額 
（千円） 

資本金 
残高 

（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 
（千円） 

2019年5月31日 49,500 50,000 － 33,000 － － 

（注）2019年５月８日開催の取締役会決議により、2019年５月31日付で普通株式１株を100株に分割しておりま
す。これにより、発行済株式総数は49,500株増加し、50,000株となっております。 

（６）【所有者別状況】 
 2025年２月28日現在 

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満 
株式の 
状況 
（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融 
機関 

金融商品 
取引業者 

その他 
の法人 

外国法人等 
個人 
その他 計 個人 

以外 個人 

株主数
（人） － － － 1 － － 4 5 － 

所有株式数 
（単元） － － － 1 － － 499 500 － 

所有株式数
の割合
（％） 

－ － － 0.2 － － 99.8 100.0 － 

（注）自己株式2,700株は「個人その他」に27単元として含めて記載しております。 
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（７）【大株主の状況】 
         2025年2月28日現在 

（注）所有株式数と株式総数に対する所有株式数の割合は、自己株式2,700株を除いて記載しております。  

（８）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 
         2025年2月28日現在 

区分 株式数 
（株） 

議決権の数 
（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） （自己保有株式） 
普通株式   2,700 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  47,300 473 単元株式数100株 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 普通株式 50,000 － － 

総株主の議決権 － 473 － 

②【自己株式等】 
2025年2月28日現在 

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所 

自己名義 
所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数
（株） 

所有株式数
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

（自己保有株式） 
横浜ライト工業 

株式会社 

神奈川県横浜市
保土ケ谷区今井
町８７０番地 

2,700 － 2,700 5.4 

計 ― 2,700 － 2,700 5.4 

 
（９）【ストック・オプション制度の内容】 

   該当事項はありません。 

 
  

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(株) 

株式総数に対する 
所有株式数の割合

(％) 
浜口 伸一  神奈川県横浜市港北区 27,400 57.9 

浜口 優   神奈川県横浜市戸塚区 19,300 40.8 

石川 勝之  神奈川県横浜市旭区 500 1.1 

新栄重機土木株式会社 神奈川県横浜市南区永田北3-40-12 100 0.2 

計 ― 47,300 100.0 
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２【自己株式の取得等の状況】 
【株式の種類等】普通株式 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 
   該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 
   該当事項はありません。 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 
   該当事項はありません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 
最近事業年度 最近期間 

株式数 
（株） 

処分価額の
総額（円） 

株式数 
（株） 

処分価額の
総額（円） 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を
行った取得自己株式 － － － － 

その他（－） － － － － 

保有自己株式数 2,700 － 2,700 － 

 
 
 
３【配当政策】 

当社では、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つとして位置付け、剰余金の配当は、中
間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間配当は取締
役会、期末配当は株主総会となっております。しかしながら、当社は成長拡大の過程にあるため、
経営基盤の強化及び積極的な事業展開のために内部保留の充実を図り、財務体質の強化と事業拡大
に向けた投資に充当することで、更なる事業拡大を実現することが株主に対する最大の利益還元に
繋がると考えております。将来的には、事業環境、経営成績及び財政状態を勘案しながら、株主へ
の利益還元としての配当を行う方針でありますが、配当の実施及びその時期については現時点にお
いて未定であります。 
上記基本方針に基づき、当事業年度の配当につきましては無配当と決定いたしました。 
なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 
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４【株価の推移】 
（１）【最近３年間の事業年度別最高・最低株価】 

回次 37期 38期 39期 

決算年月 2023年2月 2024年2月 2025年2月 

最高（円） － － － 

最低（円） － － － 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所 TOKYO PRO Market におけるものであります。 
２．当社株式は、2020年２月27日から東京証券取引所 TOKYO PRO Market に上場しております。 
３．37期から39期までについては、売買実績がありません。 

（２）【最近6ヶ月間の月別最高・最低株価】 

月別 
2024年 2025年 

9月 10月 11月 12月 1月 2月 

最高（円） － － － － － － 

最低（円） － － － － － － 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所 TOKYO PRO Market におけるものであります。 
２．2024年9月から2025年2月までについては、売買実績がありません。  
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５【役員の状況】 
男性：５名 女性：０名（役員のうち女性の比率：０％） 

役名 職名 氏名 生年 
月日 略歴 任期 報酬 

所有 
株式数 
（株） 

代表 
取締役 社長 浜口 伸一 1969年 

9月18日 

1992年４月 
1995年９月 
1998年１月 
1999年４月 
2007年２月 
2018年５月 

㈱三菱電機ﾋﾞｼﾞﾈｽｼｽﾃﾑ入社 
当社 入社 
当社営業部長 
当社取締役 就任 
当社代表取締役 就任（現任） 
地中埋設物撤去技術協会理事
長 就任（現任） 

(注) 
３ 

(注) 
６ 27,400 

取締役 工事部 
部長 菊池 昭男 1959年 

11月5日 

1978年４月 
1988年４月 
1999年１月 
2007年４月 
2018年５月 

大日本土木㈱入社 
㈱木暮組 入社 
当社 入社 
当社工事部部長（現任） 
当社取締役 就任（現任） 

(注) 
３,５ 

(注) 
6 － 

取締役 管理部 
部長 石川 勝之 1971年 

3月5日 

1992年４月 
2002年５月 
2005年11月 
2016年４月 

 
2018年５月 

千代田プロテック㈱入社 
㈱ビーエス観光 入社 
当社 入社 
当社総務部（現 管理部）部長
（現任） 
当社取締役 就任（現任） 

(注) 
３ 

(注) 
６ 500 

取締役 営業部 
部長 浜口 優 1982年 

5月30日 

2005年４月 
 

2013年５月 
2019年４月 
2021年５月 

ジャパン建材㈱ （現 JKﾎｰﾙﾃﾞ
ｨﾝｸﾞｽ㈱）入社 
当社 入社 
当社営業部部長（現任） 
当社取締役 就任（現任） 

(注) 
３ 

(注) 
６ 19,300 

監査役 － 早川 茂造 1949年 
1月1日 

1978年10月 
 
1998年４月 
2002年11月 
 
2009年４月 
2018年５月 

三住商事㈱（現㈱ﾐｽﾐｸﾞﾙｰﾌﾟ本
社）入社 
同社経営ﾃﾞｻﾞｲﾝﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ 
HCｱｿｼｴｲﾂ㈱（現HCｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒ
ﾝﾄ㈱）取締役 就任 
経営ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄとして独立 
当社監査役 就任（現任） 

(注) 
４ 

(注) 
６ － 

計 47,200 

（注）１．取締役 浜口優氏は、代表取締役社長 浜口伸一氏の弟であります。 
２．監査役 早川茂造氏は、会社法第２条第16項に定める社外監査役であります。 
３．取締役の任期は2025年２月期に係る定時株主総会終結の時から2027年２月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。 
４．監査役の任期は2023年２月期に係る定時株主総会終結の時から2027年２月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。 
５．2024年11月30日をもって、取締役 菊池 昭男氏は辞任により退任いたしました。 
６．2025年２月期における役員報酬の総額は、77,040千円を支給しております。 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】 
（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は、次のとおりです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
当社は、「私たちは安全第一に努め常に技術・業績の向上を目指し、社員の幸せと社会貢献に

邁進する。」を企業理念として掲げ、株主、顧客をはじめ、従業員、取引先、地域社会等の全て
のステークホルダーから評価、信頼される企業を目指しております。  
当社では、この企業理念及び目標に近づくために、コーポレート・ガバナンスを企業経営の重

要事項と位置付けており、取締役会、監査役等による経営監督・監視機能の強化と充実、内部統
制システムの整備によるリスク管理、タイムリーな経営情報の開示と説明責任の遂行、及びコン
プライアンス徹底のための施策等を通じて、公正で透明性のある企業活動を実現することを、コ
ーポレート・ガバナンスの基本的な方針としております。 

  ② 会社の機関の内容及びコーポレート・ガバナンス体制について 
1) 取締役会 
現在、取締役会は、当社の各業務に精通した経験豊富な４名で構成されており、原則として

毎月１回以上定期的に開催し、法定事項のみならず、経営方針・戦略策定等経営の重要事項に
ついて審議・決議を行うとともに、取締役間で業務執行の監督を行っています。 
業務執行に関しては権限委譲を促進した組織運営を行い、迅速な意思決定と職務執行責任

の明確化を可能とする体制の構築を目指しています。 
2) 監査役 
当社は、監査役制度を採用しており、１名で構成されております。監査役は、取締役会その

他の重要な会議に出席して適宜必要な意見を述べるとともに、取締役の職務執行を監査し、経
営執行部から業務執行状況を聴取するなどして適正な監査を行い、経営の透明性を確保する
ために経営に対する監視、監査機能を果たしています。 
また、監査役は、内部監査担当者から内部監査実施状況について随時報告を受けるとともに、

代表取締役社長及び監査法人と適時意見交換を行い、経営上や業務上の課題・改善事項につい
て情報共有し、監査役監査の実効性を高めております。 
3) 内部監査 
当社は、組織的に内部監査室を設けておりませんが、内部監査の機能は管理部を主管部署と

し、担当者１名を配置して業務に関する監査を実施しております。また管理部に対する内部監
査は営業部が実施しており、相互に牽制する体制をとっております。 
内部監査は、代表取締役社長の直接の指示により、各部門の業務監査を実施し、監査の結果

及び改善点については、内部監査担当者から代表取締役社長に対し報告書及び改善要望書を
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提出する体制をとっております。 
内部監査を実施するにあたっては、監査役と情報交換を随時行い、連携しながら効果的・効

率的な監査を実施しております。 
4) 会計監査 
当社は監査法人東海会計社と監査契約を締結し、独立した立場から「特定上場有価証券に関

する有価証券上場規程の特例」第128条第３項の規定に基づき監査を受けております。 
監査業務を執行した公認会計士は青島信吾氏及び辰巳尚氏の2名であり、継続監査年数は７

年以内であります。また当該監査業務にかかる補助者は公認会計士２名であります。なお、同
監査法人、当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員及びその補助者と当社との間には、
特別の利害関係はありません。 

  ③ 内部統制システムの整備の状況について 
当社は、会社法上の大会社に該当しないため、法令上内部統制システムの整備に関する取締役

会決議を行っておりません。しかし、内部統制システムの構築は重要な経営課題と認識しており、
会社法上の内部統制はもとより、金融商品取引法における内部統制の整備及び運用の充実を目
指しております。 
現状においても、取締役会規程、業務分掌規程及び職務権限規程等の規定に基づいて業務を合

理的に分担することで、特定の組織並びに特定の担当者に業務や権限が集中することを回避し、
内部牽制機能が適切に働くよう努めておりますが、今後も当社の企業規模に対応した適切で有
効な内部統制機能を確保してまいります。 

④ リスク管理体制の整備の状況 
当社のリスク管理体制は、リスク管理の主管部署として管理部が情報の一元化を行っており

ます。また、当社は企業経営及び日常の業務に関して、必要に応じて弁護士等の複数の専門家か
ら経営判断上の参考とするためのアドバイスを受ける体制をとっております。 

  ⑤ 社外取締役及び社外監査役の状況 
当社は、社外取締役を選任しておりませんが、社外監査役が１名選任されており、外部からの

客観的及び中立的な立場から経営を監視する体制が構築され、ガバナンスは適正に運用されて
おります。なお、社外監査役と当社の間には特別な利害関係を有しておらず、一般株主との利益
相反の恐れはありません。 
また、社外取締役に関しましては、当社の経営規模・体制及び社外取締役の役割等を総合的に

勘案し十分な議論と検証を重ね、設置の必要があると判断する場合には、具体的に検討したいと
考えております。 

⑥役員報酬の内容 

役員区分 
報酬等の 
総額 

（千円） 

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる 
役員の員数 
（人） 基本報酬 賞与 ストック 

オプション 
取締役 

（社外取締役を除く） 71,430 71,430 － － 4 

監査役 
（社外監査役を除く） － － － － － 

社外役員 5,610 5,610 － － １ 

計 77,040 77,040 － － 5 

（注）１．2024年11月30日をもって、取締役 菊池 昭男氏は、辞任により退任いたしましたが、表中の
役員の員数には含めて記載しております。 

   ２．上記報酬等の総額のほか、2024年12月20日開催の臨時株主総会決議に基づき、役員退職慰労
金を退任取締役１名に対して19,525千円を支給しております。 
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⑦ 支配株主との取引を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 
   支配株主との取引が発生する場合には、当該取引条件を一般の取引条件と同等の条件に照ら

し合わせて決定し、かつ、公正で適切な取引関係の維持に努めることにより、少数株主の利益を
害することのないように対応いたします。関連当事者取引については、取引の際に取締役会の承
認を必要といたします。このような運用を行うことで、関連当事者取引を取締役会において適時
把握し、少数株主の利益を損なう取引を排除する体制を構築しております。 

⑧ 取締役及び監査役の定数 
   当社の取締役は５名以内、監査役は３名以内とする旨を定款に定めております。 

⑨ 取締役の選任決議要件 
   当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を
定款に定めております。 

⑩ 株主総会の特別決議要件 
   当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決

議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が
出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。 

⑪ 自己株式の取得 
   当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己

の株式を取得することができる旨を定款に定めております。 

⑫ 取締役及び監査役の責任免除 
   当社は、取締役及び監査役が、その職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できる環

境を整備するため、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠った取締役（取締役であった
者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において、
取締役会の決議によって免除できる旨を定款に定めております。 

  ⑬ 社外監査役との責任限定契約の内容の概要 
   当社は、社外監査役と、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の行為に

よる賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、２年
間分の報酬額以上であらかじめ定めた金額または法令が規定する額のいずれか高い額としてお
ります。なお、当該責任限定契約が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務
の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。 

⑭ 中間配当に関する事項 
   当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の規定に基づき、

取締役会の決議によって中間配当をすることができる旨を定款に定めております。 

⑮ 株式の保有状況 
イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 
銘柄数             １銘柄 
貸借対照表計上額の合計額  4,389千円 

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照   
表計上額及び保有目的 

銘 柄 株式数 
（株） 

貸借対照表計上額
（千円） 保有目的 

（株）T&Dホールディングス 1,400 4,389 過去の取引先 
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ハ 保有目的が純投資目的である投資株式 
該当事項はありません。 

 

 

（２）【監査報酬の内容等】 
①【監査法人に対する報酬の内容】 

区分 
最近事業年度 

監査証明業務に基づく報酬 
（千円） 

非監査業務に基づく報酬 
（千円） 

発行者 8,400 2,000 

計 8,400 2,000 

（注）非監査業務に基づく報酬の内容は、財務デューデリジェンスに対する報酬です。 

②【その他重要な報酬の内容】 
該当事項はありません。 

③【監査法人の発行者に対する非監査業務の内容】 
 該当事項はありません。 

④【監査報酬の決定方針】 
 当社の事業規模等を勘案して監査報酬額を決定しております。 
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第６【経理の状況】 
１．財務諸表の作成方法について 
（1）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令

第 59 号）に基づいて作成しております。 
（2）財務諸表については、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規

程の特例の施行規則」第 116 条第３項で認められた会計基準のうち、我が国において一般に公正
妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成しております。 

２．監査証明について 
   当社は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第 128

条第３項の規定に基づき、当事業年度（2024 年３月１日から 2025 年２月 28 日まで）の財務諸表に
ついて、監査法人東海会計社による監査を受けております。 

３．連結財務諸表について 
当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 
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【財務諸表等】 

（１）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 
  （単位：千円） 

 前事業年度 
（2024年２月29日） 

当事業年度 
（2025年２月28日） 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 372,622 674,292 
受取手形  ※2 76,322  ※2 29,950 
完成工事未収入金 309,287 429,310 
未成工事支出金 4,513 3,424 
前払費用 7,305 14,116 
その他 3,325 4,027 
貸倒引当金 △2,400 △3,000 
流動資産合計 770,976 1,152,121 

固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物（純額） 40,350 37,797 
機械及び装置（純額） 315,797 418,309 
車両運搬具（純額） 14,614 34,904 
工具、器具及び備品（純額） 10,727 18,724 
土地 126,945 126,945 
有形固定資産合計  ※1 508,436  ※1 636,681 

無形固定資産   
ソフトウエア 2,891 1,612 
特許権 705 592 
その他 295 295 
無形固定資産合計 3,893 2,501 

投資その他の資産   
投資有価証券 3,644 4,389 
出資金 140 130 
長期前払費用 3,577 3,052 
保険積立金 96,051 103,451 
その他 35,091 35,519 
貸倒引当金 △2,949 △2,949 
投資その他の資産合計 135,555 143,593 

固定資産合計 647,885 782,776 
資産合計 1,418,861 1,934,898 
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  （単位：千円） 

 前事業年度 
（2024年２月29日） 

当事業年度 
（2025年２月28日） 

負債の部   
流動負債   
工事未払金 168,335 231,110 
１年内返済予定の長期借入金 15,708 19,250 
未払金 15,696 200,989 
未払費用 577 537 
未払法人税等 7,949 90,607 
預り金 6,462 7,579 
賞与引当金 7,907 8,254 
その他 15,687 33,825 
流動負債合計 238,322 592,154 

固定負債   
長期借入金 84,443 65,193 
繰延税金負債 43,801 4,598 
退職給付引当金 － 127,554 
その他 150 150 
固定負債合計 128,394 197,496 

負債合計 366,716 789,650 
純資産の部   
株主資本   
資本金 33,000 33,000 
利益剰余金   
利益準備金 1,200 1,200 
その他利益剰余金   
別途積立金 20,000 20,000 
特別償却準備金  ※3 133,339  ※3 160,230 
繰越利益剰余金 876,830 942,550 

利益剰余金合計 1,031,370 1,123,981 
自己株式 △13,382 △13,382 
株主資本合計 1,050,987 1,143,598 

評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 1,157 1,649 
評価・換算差額等合計 1,157 1,649 

純資産合計 1,052,145 1,145,247 
負債純資産合計 1,418,861 1,934,898 
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②【損益計算書】 
  （単位：千円） 

 
前事業年度 

（自 2023年３月１日 
至 2024年２月29日） 

当事業年度 
（自 2024年３月１日 
至 2025年２月28日） 

売上高   
完成工事高 1,818,127 2,945,623 

 その他の売上高 42,194 46,665 
 売上高合計 1,860,321 2,992,289 
売上原価     
完成工事原価 1,571,380 2,396,944 
その他の売上原価 15,552 16,764 
売上原価合計 1,586,933 2,413,708 

売上総利益 273,388 578,580 
販売費及び一般管理費   ※1  ※2 251,264  ※1  ※2 293,367 
営業利益 22,123 285,213 
営業外収益   
受取利息 15 61 
受取家賃 2,832 2,960 

 受取保険金 1,566 2,851 
 スクラップ売却益 4,435 1,451 
 その他 1,632 1,996 
営業外収益合計 10,481 9,321 

営業外費用   
支払利息 385 689 
支払保証料 18 － 

 減価償却費 701 694 
 手形売却損 140 7 
その他 32 － 
営業外費用合計 1,278 1,390 

経常利益 31,326 293,143 
特別利益   
固定資産売却益 ※3 10,708 ※3 2,306 
特別利益合計 10,708 2,306 

特別損失   
固定資産売却損  － ※4 418 
固定資産除却損  － ※5 0 
役員退職慰労金  －  19,525 
退職給付費用  －  123,351 
特別損失合計 － 143,295 

税引前当期純利益 42,035 152,155 
法人税、住民税及び事業税 18,000 99,000 
法人税等調整額 △3,582 △39,455 
法人税等合計 14,417 59,544 
当期純利益 27,617 92,610 
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【完成工事原価報告書】 
（単位：千円） 

  
前事業年度 

（自 2023年３月１日 
至 2024年２月29日） 

当事業年度 
（自 2024年３月１日 
至 2025年２月28日） 

区分 注記 
番号 金額 構成比 

（％） 金額 構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  114,284 7.3 192,432 8.0 
Ⅱ 労務費  330,280 21.1 398,433 16.6 
Ⅲ 外注費  570,361 36.5 1,153,676 48.2 
Ⅳ 経費  549,892 35.1 651,312 27.2 
 当期総工事原価  1,564,818 100.0 2,395,855 100.0 
 期首未成工事支出金  11,075  4,513  
     合計  1,575,894  2,400,369  
 期末未成工事支出金  4,513  3,424  
 当期完成工事原価  1,571,380  2,396,944  

（原価計算の方法） 
  当社の原価計算は、個別原価計算を採用しております。 
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③【株主資本等変動計算書】 
前事業年度（自 2023 年３月１日 至 2024 年２月 29 日） 

      （単位：千円） 

  

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

自己株式 株主資本 
合計 利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途 

積立金 
特別償却 
準備金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 33,000 1,200 20,000 139,935 842,617 1,003,752 △13,382 1,023,370 
当期変動額                 
 当期純利益        27,617 27,617   27,617 
 特別償却準備金
の積立       35,445 △35,445 －   － 

 特別償却準備金
の取崩    △42,040 42,040 －  － 

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額） 

                

当期変動額合計 － － － △6,595 34,212 27,617 － 27,617 
当期末残高 33,000 1,200 20,000 133,339 876,830 1,031,370 △13,382 1,050,987 

 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 

  

その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

  
  
  

当期首残高 656 656 1,024,026   

当期変動額       

 当期純利益   27,617   

 特別償却準備金
の積立   －   

特別償却準備金
の取崩   －   

 株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額） 

500 500 500   

当期変動額合計 500 500 28,118   

当期末残高 1,157 1,157 1,052,145   
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当事業年度（自 2024 年３月１日 至 2025 年２月 28 日） 
      （単位：千円） 

  

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

自己株式 株主資本 
合計 利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途 

積立金 
特別償却 
準備金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 33,000 1,200 20,000 133,339 876,830 1,031,370 △13,382 1,050,987 
当期変動額                 
 当期純利益        92,610 92,610   92,610 
 特別償却準備金
の積立       61,290 △61,290 －   － 

 特別償却準備金
の取崩    △34,399 34,399 －  － 

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額） 

                

当期変動額合計 － － － 26,890 65,720 92,610 － 92,610 
当期末残高 33,000 1,200 20,000 160,230 942,550 1,123,981 △13,382 1,143,598 

 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 

  

その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

  
  
  

当期首残高 1,157 1,157 1,052,145   

当期変動額       

 当期純利益   92,610   

 特別償却準備金
の積立   －   

特別償却準備金
の取崩   －   

 株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額） 

491 491 491   

当期変動額合計 491 491 93,102   

当期末残高 1,649 1,649 1,145,247   
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④【キャッシュ・フロー計算書】 
  （単位：千円） 

 
前事業年度 

（自 2023年３月１日 
至 2024年２月29日） 

当事業年度 
（自 2024年３月１日 
至 2025年２月28日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
 税引前当期純利益 42,035 152,155 
 減価償却費 158,542 151,880 
 受取利息 △15 △61 
 支払利息 385 689 
 固定資産売却損益（△は益） △10,708 △1,887 
 固定資産除却損 － 0 
 売上債権の増減（△は増加） 266,550 △73,651 
 未成工事支出金の増減（△は増加） 6,561 1,088 
 その他の資産の増減額（△は増加） 2,660 △7,391 
 工事未払金の増減（△は減少） △181,331 62,775 
 未払金の増減（△は減少） 1,479 39,733 
 賞与引当金の増減額（△は減少） 208 347 
 退職給付引当金の増減額（△は減少） － 127,554 
 貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,900 600 
 その他の負債の増減額（△は減少） 3,908 19,215 
 小計 287,378 473,048 
 利息の受取額 15 61 
 利息の支払額 △404 △703 
 法人税等の支払額 △13,900 △16,341 
 営業活動によるキャッシュ・フロー 273,087 456,064 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
 有形固定資産の取得による支出 △138,151 △136,500 
 有形固定資産の売却による収入 13,121 5,213 
 定期預金の預入による支出 △6,002 △6,002 
 その他 △8,296 △7,399 
 投資活動によるキャッシュ・フロー △139,329 △144,689 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
長期借入金の返済による支出 △236,122 △15,708 
社債の償還による支出 △10,500 － 
財務活動によるキャッシュ・フロー △246,622 △15,708 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △112,863 295,667 
現金及び現金同等物の期首残高 336,197 223,334 
現金及び現金同等物の期末残高  ※ 223,334  ※ 519,001 
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【注記事項】 

（重要な会計方針） 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
その他有価証券 市場価格のない株式等以外のもの 
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）

を採用しております。 
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

未成工事支出金：個別法による原価法を採用しております。 
３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 
定率法を採用しております。ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物並びに 2016 年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物           22～60 年 
機械及び装置   ２～６年 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法を採用しております。 
 特許権     ８年 
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づい

ております。 
4．重要な引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。 
(2）賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見

合う分を計上しております。 
(3）退職給付引当金 

        従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付
に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。 

5．収益及び費用の計上基準 
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであり
ます。 
［杭抜き事業］ 
当事業は、既存の建築物や社会基盤構造物を支えていた杭を引き抜き、抜いた後の地盤を

最適の状態に埋め戻す工事・サービスを提供しております。当事業においては、顧客からの
検収をもって履行義務の充足が認められることから、検収を受けた工事・サービスについて
収益を認識しております。 
なお、取引対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重要な金

融要素は含んでおりません。 
6．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい
て僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資か
らなっております。 
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（未適用の会計基準等） 
・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第 34 号 2024 年９月 13 日） 
・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 33 号 2024 年９月 13 日） 
ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正 

(1）概要 
国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取り

扱いを定めるもの。 
(2）適用予定日 

2029 年 2 月期の期首より適用予定であります。 
(3）当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当財務諸表の作成時において評価中であります。 

（会計上の見積りの変更） 
当社は従業員の退職金に備えるため、従前より中小企業退職金共済に加入しておりましたが、

退職金制度全体について明確な規程を定めていなかったことから、これまで退職給付引当金の見
積りを行うことが困難な状況でした。 
当事業年度において、従業員の福利厚生の観点から退職金規程を整備することで退職給付債務

の算定が可能となったことから、新たに退職給付引当金の計上を行うものです。 
この結果、当事業年度の退職給付費用として売上原価に 3,595 千円、販売費及び一般管理費に

607 千円、過年度の退職給付費用として特別損失に 123,351 千円を計上しております。 
 

（貸借対照表関係） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 前事業年度 
（2024年２月29日） 

当事業年度 
（2025年２月28日） 

有形固定資産の減価償却累計額 2,419,404 千円  2,544,260 千円  

※２ 受取手形裏書譲渡高及び電子記録債権割引高 

 前事業年度 
（2024年２月29日） 

当事業年度 
（2025年２月28日） 

受取手形裏書譲渡高 4,863 千円  44,000 千円  

電子記録債権割引高 3,200  －  

※３ 特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は次のとおりであります。 
特別償却準備金は、租税特別措置法の規定に基づいて計上しております。 
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（損益計算書関係） 
※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度 59.2％、当事業年度 59.7％、一般管

理費に属する費用のおおよその割合は前事業年度 40.8％、当事業年度 40.3％であります。 
 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 2023年３月１日 
  至 2024年２月29日） 

当事業年度 
（自 2024年３月１日 
  至 2025年２月28日） 

役員報酬 79,458 千円  77,040 千円  

給料および手当 39,421  48,040  

支払手数料 29,756  31,151  

貸倒引当金繰入額  △2,900  600  

賞与引当金繰入額 27  125  

退職給付費用 －  607  

※２ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費の金額は次のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 2023年３月１日 
  至 2024年２月29日） 

当事業年度 
（自 2024年３月１日 
  至 2025年２月28日） 

研究開発費 709 千円  484 千円 

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 2023年３月１日 
  至 2024年２月29日） 

当事業年度 
（自 2024年３月１日 
  至 2025年２月28日） 

機械及び装置 9,930 千円 － 千円 

車両運搬具 190  2,306  

土地 586  －  

計 10,708  2,306  

※4 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 2023年３月１日 
  至 2024年２月29日） 

当事業年度 
（自 2024年３月１日 
  至 2025年２月28日） 

車両運搬具 －  418  

計 －  418  

※5 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 2023年３月１日 
  至 2024年２月29日） 

当事業年度 
（自 2024年３月１日 
  至 2025年２月28日） 

機械及び装置 － 千円 0 千円 

車両運搬具 －  0  

計 －  0  
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（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 2023 年３月１日 至 2024 年２月 29 日） 

１． 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

発行済株式（株）     
普通株式 50,000 － － 50,000 
  合計 50,000 － － 50,000 

自己株式（株）     
普通株式 2,700 － － 2,700 
  合計 2,700 － － 2,700 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 
該当事項はありません。 

当事業年度（自 2024 年３月１日 至 2025 年２月 28 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

発行済株式（株）     
普通株式 50,000 － － 50,000 
  合計 50,000 － － 50,000 

自己株式（株）     
普通株式 2,700 － － 2,700 
  合計 2,700 － － 2,700 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 
該当事項はありません。 
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（キャッシュ・フロー計算書関係） 
※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
前事業年度 

（自 2023年３月１日 
  至 2024年２月29日） 

当事業年度 
（自 2024年３月１日 
  至 2025年２月28日） 

現金及び預金 372,622 千円  674,292 千円  

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △149,288  △155,290  

現金及び現金同等物 223,334  519,001  

 
（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 
 当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入によ
り資金を調達しております。 
 なお、デリバティブ等の投機的な取引は行っておりません。 

(2）金融商品の内容及びそのリスク 
 営業債権である受取手形及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。 
 営業債務である工事未払金は、1 年以内の支払期日であります。 
 借入金は主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。 

(3）金融商品に係るリスク管理体制 
 ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

         当社は、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残
高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図って
おります。 

 ②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理 
         投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を

継続的に見直しております。 
        ③資金調達に係わる流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理 
         当社は、管理部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持

などにより、流動性リスクを管理しております。 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
 金融商品の時価の策定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 
 前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。 

      前事業年度（2024 年２月 29 日） 

 貸借対照表計上額 
（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）投資有価証券 3,644 3,644 － 

資産計 3,644 3,644 － 

(2）長期借入金 
  （1年内返済予定を含む） 100,151 98,103 △2,047 

負債計 100,151 98,103 △2,047 
※1 「現金及び預金」、「受取手形」、「完成工事未収入金」、「工事未払金」、「未払法人税等」、「未払金」、

「預り金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するも
のであることから、記載を省略しております。 

※2 以下の金融商品は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表
には含まれておりません。 

区分 前事業年度 
（2024年２月29日） 

出資金 140千円 

当事業年度（2025 年２月 28 日） 

 貸借対照表計上額 
（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）投資有価証券 4,389 4,389 － 

資産計 4,389 4,389 － 

(2）長期借入金 
  （1年内返済予定を含む） 84,443 81,748 △2,694 

負債計 84,443 81,748 △2,694 
※1 「現金及び預金」、「受取手形」、「完成工事未収入金」、「工事未払金」、「未払法人税等」、「未払金」、

「預り金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するも
のであることから、記載を省略しております。 

※2 市場価格のない金融商品等は、上表には含まれておりません。 

区分 当事業年度 
（2025年２月28日） 

出資金 130千円 
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3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下 

の３つのレベルに分類しております。 

        レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形
成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格
により算定した時価 

        レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

        レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 
       時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。 

（１）時価で貸借対照表に計上している金融商品 
      前事業年度（2024 年 2 月 29 日） 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券 3,644 － － 3,644 

資産計 3,644 － － 3,644 

      当事業年度（2025 年 2 月 28 日） 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券 4,389 － － 4,389 

資産計 4,389 － － 4,389 

（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 
     前事業年度（2024 年 2 月 29 日） 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金 
（１年内返済予定を含む） － 98,103 － 98,103 

負債計 － 98,103 － 98,103 

     当事業年度（2025 年 2 月 28 日） 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金 
（１年内返済予定を含む） － 81,748 － 81,748 

負債計 － 81,748 － 81,748 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 
投資有価証券 
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引金融機関等から提示された価格によっており、レベル１の時価に分類しております。 
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        長期借入金（１年内返済予定を含む） 
        これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 
４．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

前事業年度（2024 年２月 29 日） 

 １年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

現金及び預金 372,622 － － － 
受取手形 76,322 － － － 
完成工事未収入金 309,287 － － － 

合計 758,231 － － － 

当事業年度（2025 年２月 28 日） 

 １年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

現金及び預金 674,292 － － － 
受取手形 29,950 － － － 
完成工事未収入金 429,310 － － － 

合計 1,133,552 － － － 
 
 

5．長期借入金の決算日後の償還及び返済予定額 
前事業年度（2024 年２月 29 日） 

 １年以内 
（千円） 

１年超 
２年以内 
（千円） 

２年超 
３年以内 
（千円） 

３年超 
４年以内 
（千円） 

４年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
（千円） 

長期借入金 15,708 19,250 18,000 18,000 17,207 11,986 
合計 15,708 19,250 18,000 18,000 17,207 11,986 

当事業年度（2025 年２月 28 日） 

 １年以内 
（千円） 

１年超 
２年以内 
（千円） 

２年超 
３年以内 
（千円） 

３年超 
４年以内 
（千円） 

４年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
（千円） 

長期借入金 19,250 18,000 18,000 17,207 8,004 3,982 
合計 19,250 18,000 18,000 17,207 8,004 3,982 
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（有価証券関係） 
   その他有価証券 

前事業年度（2024 年２月 29 日） 

 種類 
貸借対照表 
計上額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

(1）株式 3,644 1,890 1,754 
(2）その他 － － － 

小計 3,644 1,890 1,754 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

(1）株式 － － － 
(2）その他 － － － 

小計 － － － 
合 計 3,644 1,890 1,754 

当事業年度（2025 年２月 28 日） 

 種類 
貸借対照表 
計上額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

(1）株式 4,389 1,890 2,499 
(2）その他 － － － 

小計 4,389 1,890 2,499 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

(1）株式 － － － 
(2）その他 － － － 

小計 － － － 
合 計 4,389 1,890 2,499 
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（退職給付関係） 
１．採用している退職給付制度の概要 
 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けており、退職一時金の一部を中小企
業退職金共済制度から充当しております。 
 なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に退職給付に係る期末自己都合要支給額を
退職給付債務とする簡便法を採用しております。 
 

２．確定給付制度 
（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

 
前事業年度 

（自 2023年３月１日 
  至 2024年２月29日） 

当事業年度 
（自 2024年３月１日 
  至 2025年２月28日） 

退職給付引当金の期首残高 － 千円  － 千円  

 退職給付費用 －  127,554  

退職給付引当金の期末残高 －  127,554  

 

（２）退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

 
前事業年度 

（自 2023年３月１日 
  至 2024年２月29日） 

当事業年度 
（自 2024年３月１日 
  至 2025年２月28日） 

非積立型制度の退職給付債務 － 千円  127,554 千円  

 貸借対照表に計上された負債と 
 資産の純額 －  127,554  

 
退職給付引当金 

 
－   

127,554  

 貸借対照表に計上された負債と 
 資産の純額 －  127,554  

 

（３）退職給付費用 
   簡便法で計算した退職給付費用 前事業年度 －千円   当事業年度 127,554 千円 
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（税効果会計関係） 
１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
前事業年度 

（2024年２月29日） 
（千円） 

当事業年度 
（2025年２月28日） 

（千円） 
繰延税金資産   
未払事業税 569 8,228 
貸倒引当金 1,003 982 
賞与引当金 2,689 2,807 
減損損失 3,586 3,586 
ゴルフ会員権評価損 637 637 
退職給付引当金 － 43,381 
その他 － 634 

繰延税金資産小計 8,485 60,257 
評価性引当額 － △ 4,223 

繰延税金資産合計 8,485 56,033 
   
繰延税金負債   
特別償却準備金 △51,690 △59,782 
その他有価証券評価差額金 △596 △849 

繰延税金負債合計 △52,287 △60,632 
繰延税金負債の純額 △43,801 △4,598 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、 
当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 
前事業年度 

（2024年２月29日） 
（％） 

当事業年度 
（2025年２月28日） 

（％） 
法定実効税率 － 34.0 
（調整）   
交際費等永久に損金に算入されない項目 － 3.2 
住民税均等割等 － 0.3 
評価性引当金の増減額 － 2.8 
その他 － △1.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 － 39.1 
    （注）前事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効

税率の 100 分の 5 以下であるため記載を省略しております。 
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3．決算日後の法人税等の税率変更 
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第 13 号）が 2025 年３月 31 日に国会で
成立し、2026 年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引上げ等が行われること
となりました。これに伴い、2027 年３月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一
時差異については、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の
34.0％から 34.9％に変更されております。なお、この税率変更による影響は軽微であります。 

 
（賃貸等不動産関係） 
重要性が乏しいため記載を省略いたします。 
 

（収益認識関係） 
１． 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

当社の事業セグメントは杭抜き事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる
収益を分解した情報は、次のとおりであります。 

                           （単位：千円） 

区 分 

     報告セグメント 

     杭抜き事業 

前事業年度 当事業年度 
（自 2023年３月１日 
 至 2024年２月29日） 

(自 2024年３月１日 
至 2025年２月28日) 

一時点で移転される財又はサービス 1,860,321 2,992,289 

一定の期間にわたり移転される財又はサービス － － 

顧客との契約から生じる収益 1,860,321 2,992,289 

その他の収益 － － 

外部顧客への売上高 1,860,321 2,992,289 

      顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 
当該収益を理解するための基礎となる情報については、「第６【経理の状況】 【注記事項】 

（重要な会計方針）５．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 

２． 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関
係並びに当事業年度末において存在する顧客との契約から当事業年度の末日後に認識す
ると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報 

   契約資産及び契約負債の残高等                 （単位：千円） 

区 分 前事業年度 
（2024年２月29日） 

当事業年度 
（2025年２月28日） 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 652,159 385,609 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 385,609 459,260 

契約資産（期首残高） － － 

契約資産（期末残高） － － 

契約負債（期首残高） － － 

契約負債（期末残高） － － 
（注）なお、当社では、主に当初に予定される顧客との契約期間が 1 年以内であるため、残存履行義務に

配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しております。 
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（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

当社の事業セグメントは、杭抜き事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載
を省略しております。 

【関連情報】 
１．製品及びサービスごとの情報 

        単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の 90%を超
えるため、記載を省略しております。 
２．地域ごとの情報 

(1）売上高 
 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 
(2）有形固定資産 

        本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 
３．主要な顧客ごとの情報 

前事業年度（自 2023 年３月１日 至 2024 年 2 月 29 日） 
 （単位：千円） 

顧客の氏名又は名称 売上高 

株式会社クワバラ・パンぷキン 212,200 

当事業年度（自 2024 年３月１日 至 2025 年 2 月 28 日） 
 （単位：千円） 

顧客の氏名又は名称 売上高 

株式会社児島工務店 305,000 
 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 
 該当事項はありません。 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 
該当事項はありません。 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 
該当事項はありません。 

 
 

【関連当事者情報】 
該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

 
前事業年度 

（自 2023年３月１日 
至 2024年２月29日） 

当事業年度 
（自 2024年３月１日 
  至 2025年２月28日） 

１株当たり純資産額（円） 22,244.08  24,212.42  

１株当たり当期純利益金額（円） 583.88  1,957.95  

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており
ません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 2023年３月１日 
至 2024年２月29日） 

当事業年度 
（自 2024年３月１日 
  至 2025年２月28日） 

当期純利益金額（千円） 27,617 92,610 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 27,617 92,610 

期中平均株式数（株） 47,300 47,300 

 
 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 
【株式】 

投資有価
証券 

その他 
有価証券 

銘柄 株式数 
（株） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

（株）Ｔ＆Ｄホールディングス 1,400 4,389 

計 1,400 4,389 

 

【有形固定資産等明細表】  

資産の種類 
当期首 
残高 

（千円） 

当期 
増加額 
（千円） 

当期 
減少額 
（千円） 

当期末 
残高 

（千円） 

当期末 
減価償却 
累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期 
償却額 
（千円） 

差引 
当期末 
残高 
（千円） 

有形固定資産               

 建物及び構築物 89,286     － － 89,286 51,489 2,552 37,797 

 機械及び装置 2,565,397 233,000 2,737 2,795,660 2,377,351 130,488 418,309 

 車両運搬具 99,047 33,932 23,412 109,567 74,663 10,315 34,904 

 工具、器具及び備品 47,162 12,319 － 59,481 40,757 4,322 18,724 

 土地 126,945     － － 126,945 － － 126,945 

 有形固定資産計 2,927,840 279,251 26,149 3,180,942 2,544,260 147,679 636,681 

無形固定資産               

 ソフトウエア 2,891     － － 2,891 1,279 － 1,612 

 特許権 705 －        － 705 112 － 592 

 その他 295        －        － 295 － － 295 

 無形固定資産計 3,893 －     － 3,893 1,392 － 2,501 

長期前払費用 3,577 806 1,330 3,052        －        － 3,052 

（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 
・機械及び装置 BM1000G クローラクレーン 120,000 千円 
・機械及び装置 旋回圧入装置                  22,500 千円 
  

   ２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 
・車両運搬具   営業車両 13,600 千円 
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【借入金等明細表】 

区分 当期首残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 返済期限 

１年以内に返済予定の長期借入金 15,708 19,250 0.50 － 

長期借入金（１年以内に返済予定の
ものを除く。） 84,443 65,193 0.50 2030年8月1日 

合計 100,151 84,443 － － 

(注) １．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 
２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額

は以下のとおりであります。 

 １年超２年以内 
（千円） 

2年超3年以内 
（千円） 

3年超4年以内 
（千円） 

4年超5年以内 
（千円） 

 18,000 18,000 17,207 8,004 

 
【引当金明細表】 

区分 当期首残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

賞与引当金 7,907 8,254 7,907 － 8,254 

貸倒引当金 5,349 5,949 － 5,349 5,949 

(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 
 

【資産除去債務明細表】 
      該当事項はありません。 
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（２）【主な資産及び負債の内容】 
① 現金及び預金 

区分 金額（千円） 
現金 734 
預金  
普通預金 115,849 
当座預金 394,417 
定期預金 86,771 
定期積立預金 76,519 

小計 673,558 
合計 674,292 

② 受取手形 
相手先別内訳 

相手先 金額（千円） 
（株）児島工務店 10,000 
（株）大林組 9,500 
（株）岡田組 6,550 
清水建設（株） 3,900 

合計 29,950 

期日別内訳 
期日別 金額（千円） 

2025年4月満期 19,950 
2025年5月以降満期 10,000 

合計 29,950 

③ 完成工事未収入金 
相手先別内訳 

相手先 金額（千円） 
前田建設工業（株） 84,879 
（株）児島工務店 82,393 
AOKI（株） 45,100 
（株）荒井エンジニアリング 44,880 
（株）木谷工業 34,980 
新栄重機建設工業（株） 31,680 
その他 105,397 

合計 429,310 
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完成工事未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 
当期首残高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

回収率 
（％） 

滞留期間 
（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

309,287 3,240,185 3,120,162 429,310 87.9 41.6 

④ 保険積立金 
相手先別内訳 

相手先 金額（千円） 
東京海上日動あんしん生命保険会社（株） 45,207 
（株）かんぽ生命保険 39,598 
損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険（株） 13,207 
日本生命保険（相） 5,437 

合計 103,451 

⑤ 工事未払金 
相手先別内訳 

相手先 金額（千円） 
（株）江機 26,510 
（株）司重機 19,008 
（株）河野解体工業 18,247 
（株）K&Y 15,950 
（株）アクティオ 14,995 
（株）エヌテイマテックス 13,258 
その他 123,141 

合計 231,110 

⑥ 未払金 

相手先別内訳 
区分 金額（千円） 

（株）マルカ 132,000 
その他 68,989 

合計 200,989 

⑦ 長期借入金 
区分 金額（千円） 

横浜信用金庫 35,998 
（株）三菱ＵＦＪ銀行 14,640 
（株）みずほ銀行 14,555 

合計 65,193 
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⑧ 退職給付引当金 
区分 金額（千円） 

退職給付債務 127,554 
 
 
（３）【その他】 

該当事項はありません。 
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第７【外国為替相場の推移】 
  該当事項はありません。 
 
 
第８【発行者の株式事務の概要】 
事業年度  毎年3月１日から翌年２月末日まで 

定時株主総会  毎事業年度末日の翌日から3か月以内 

基準日  毎年2月末日 

株券の種類  － 

剰余金の配当の基準日  毎年2月末日 
 毎年8月31日 

１単元の株式数  100株 

株式の名義書換え 
取扱場所 
 
株主名簿管理人 
 
取次所 
名義書換手数料 
新券交付手数料 

  
－ 
 
－ 
 
－ 
－ 

 － 
単元未満株式の買取り 
取扱場所 
 
株主名簿管理人 
 
取次所 
買取手数料 

  
東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 
株式会社アイ・アール ジャパン 
東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 
株式会社アイ・アール ジャパン 
－ 
無料 

公告掲載方法 

当社の公告方法は、電子公告としております。 
ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることが
できない場合は、日本経済新聞に掲載して行うこととしておりま
す。 
当社の公告掲載ＵＲＬは次のとおりです。 

https://www.y-wright.com/ 
株主に対する特典 なし 

  （注）当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することがで
きない旨を定款に定めております。 
・会社法第189条第２項各号に掲げる権利 
・会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 
・株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

 
  



 

58 

第二部【特別情報】 
 
第１【外部専門家の同意】 
  該当事項はありません。 
 
 
 

第三部【当該有価証券以外の有価証券に関する事項】 
  該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書 
 

2025 年５月 30 日 
 
   横浜ライト工業株式会社 

   取締役会 御中 
 

監査法人 東海会計社 
愛知県 名古屋市 

代 表 社 員 
業務執行社員 公認会計士  青 島 信 吾  

代 表 社 員 
業務執行社員 公認会計士  辰 巳   尚  

 
 
監査意見 
当監査法人は、株式会社東京証券取引所の特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第

128 条第３項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている横浜ライト工業

株式会社の 2024 年３月１日から 2025 年２月 28 日までの第 39 期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、そ

の他の注記及び附属明細表について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、横浜ライト工業株式会社の 2025 年２月 28 日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

監査意見の根拠 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。

当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査

人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。 

その他の記載内容 
その他の記載内容は、発行者情報に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報

である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。 

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査

法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど

うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候がある

かどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、

その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 
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財務諸表に対する経営者並びに監査役の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること

にある。 

財務諸表監査における監査人の責任 
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合

に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の

基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制

を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積

りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査

証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実

性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、

監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸

表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸

表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。 

監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため

の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適

用している場合はその内容について報告を行う。 
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利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

以 上 
                                              

（注）上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は 
当社（発行者情報提出会社）が保管しております。 
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